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Abstract
 Although the revision of the building code (effective from on June 20, 2007) is said to have influenced 
strategic behavior of the construction industry, no robust statistical research has been performed. In this 
paper, we examine whether the revision induced the industry to expect delays in the commencement of 
construction due to the complicated procedures of building certification under the revised law. 
Consistently, the empirical results show that the time span from the conclusion of a contract to (expected) 
the commencement of construction has been prolonged by the revision. This implies that the behavior 
and/or expectations of firms are important considerations in designing the effective and efficient public 
policy.
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 2） 検討会の検討内容は、国土交通省「建築基準法の見直しに関する検討会」、第 7 回から第11回までの配布資料等を参照されたい。
また、検討会の取りまとめのポイントは、NIKKEI ARCHITECTURE（2010年11月 8 日）「建築基準法見直しは結論出ず 適判の修
正を先送りにして国交省検討会が散会」を参照されたい。



























ilan and Strange（1996）を参照されたい。また、不確実性を考慮し投資決定のタイミング（Optimal Timing of Investment）を議論
する研究がある。投資決定者の相互作用を考慮したものとしては、例えば、Sing and Chu（2004）、Chu and Sing （2007）がある。
図 1 　建築契約から着工までの手続きの流れ
































　分析の推計期間は、建築基準法改正前の分析では、2000年 4 月から2007年 2 月までの月次データ
を用いた。また、改正後の分析では、2007年10月から2010年 6 月までの月次データを用いた。また、
2007年 3 月から 9 月は、建築基準法の改正前後の期間で変動が激しいため推計期間から除外した。
















全期間 2000年 4 月から2010年 6 月、サンプル数123
法改正前 2000年 4 月から2007年 2 月、サンプル数83
法改正後 2007年10月から2010年 6 月、サンプル数33
表 2 　データの基本統計量
 （単位：兆円）
〈民間部門〉 平均 分散 標準偏差 中央値 最小 最大 合計 標本数
全期間 受注高 1.506 0.161 0.401 1.410 0.847 2.737 185.281 123
（2000年 4 月－2010年 6 月） 着工額 2.031 0.091 0.302 2.056 1.353 2.836 249.771 123
法改正前 受注高 1.534 0.136 0.369 1.441 0.990 2.652 127.363 83
（2000年 4 月－2007年 2 月） 着工額 2.134 0.043 0.207 2.136 1.672 2.546 177.097 83
法改正後 受注高 1.535 0.171 0.413 1.293 0.847 2.737 44.653 33
（2007年10月－2010年 6 月） 着工額 1.774 0.093 0.305 1.689 1.353 2.502 58.554 33
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ここで、Yt は「建築着工統計調査」での工事費予定額（着工額）、Xt は「建設受注動態統計調査」で






　推計期間は、法改正前は、2000年 4 月から2007年 2 月まで、法改正後は、2007年10月から2010年
6 月までであり、推計には、季節調整を行わない原数値を使用した。最後に、分布ラグの期数 L お





推計（Generalized Method of Moments、一般化積率法）も行うこととする
7）
。








 7） GMM 推計で用いた操作変数は、以下の通りである。法改正前モデル 1 ：受注高変数の 4 期から 7 期ラグ変数、受注高変数の 4
期から 7 期ラグ変数それぞれの 2 乗、着工額変数の 1 期ラグ変数、着工額変数の 1 期ラグ変数の 2 乗、トレンド変数、定数項。
法改正前モデル 2 ：受注高変数の 4 期から 7 期ラグ変数、受注高変数の 4 期から 7 期ラグ変数それぞれの 2 乗、着工額変数の 2
期ラグ変数、着工額変数の 2 期ラグ変数の 2 乗、トレンド変数、定数項。法改正後モデル 1 ：受注高変数の 6 期から11期ラグ変
数、受注高変数の 6 期から11期ラグ変数それぞれの 2 乗、着工額変数の 1 期ラグ変数、着工額変数の 1 期ラグ変数の 2 乗、トレ
ンド変数、定数項。法改正後モデル 2 ：受注高変数の 5 期から 9 期ラグ変数、受注高変数の 5 期から 9 期ラグ変数それぞれの 2
乗、着工額変数の 7 期から12期ラグ変数、着工額変数の 7 期から12期ラグ変数の 2 乗、トレンド変数、定数項。である。
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表 3 　単位根検定（Phillips-Perronテスト）
データ：2000年 4 月から2010年 6 月
定数項 トレンド 統計量 Ｐ値 バンドの幅
受注高（民間） レベル
○ ○ －11.661 ＊＊＊ 0.000 7
○ × －11.685 ＊＊＊ 0.000 7
× × －1.308 0.176 3
着工額（民間） レベル
○ ○ －4.408 ＊＊＊ 0.003 2
○ × －3.764 ＊＊＊ 0.004 3
× × －1.151 0.227 21
（注）1） Bartlett kernel を使用した Newey-West 法を適用した。
　　 2） 臨界値は、MacKinnon（1996）による。
　　 3） ＊＊＊は、単位根があるという帰無仮説を、1 ％の有意水準で統計的に棄却したことを意味する。
3 － 4 　推計結果
　表 4 には、民間部門における着工（着工予定日）と受注（受注契約）の関係を、建築基準法改正
前後の 2 つのサンプル期間について、 2 種類の分布ラグモデルと 2 種類の推計手法で分析した結果
をまとめたものである。
　まず最も基本的な推計結果といえる上段第 1 列・第 2 列についてであるが、一見してわかるよう
に法改正前は 3 か月前までの受注契約が当期の建築着工に影響していたが、法改正後は 5 か月前ま
でに延長されている。また、下段第 1 列・第 2 列よりわかるように、この推計結果はより一般性の
高いモデル 2 を用いてもほぼ変わらない。モデル 2 においては、法改正前は 3 か月前までの受注契
約が当期の建築着工に影響していたが、法改正後は 4 か月前までに延長されている。以上より、建
築基準法の改正は受注契約から建築着工までの期間を 1 、 2 ヶ月延長させたといえる。
　なお、それぞれのモデルを GMM 推計しても、法改正後には 4 、 5 ヶ月前の受注高が着工高に有
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表 4 　建築基準法改正前と改正後の民間部門の受注と着工の関係分析の結果
モデル 1 モデル 2
OLS GMM OLS GMM
法改正前 法改正後 法改正前 法改正後 法改正前 法改正後 法改正前 法改正後
受注高 0.146 ＊＊＊ 0.278 ＊＊＊ 0.140 ＊＊ 0.090  0.148 ＊＊＊ 0.007  0.178 ＊＊＊ 0.059 ＊＊＊
（0.006） （0.002） （0.031） （0.157） （0.001） （0.936） （0.002） （0.000）
1ヵ月前の受注高 0.305 ＊＊＊ 0.210 ＊＊＊ 0.315 ＊＊＊ 0.251 ＊＊＊ 0.232 ＊＊＊ －0.039  0.218 ＊＊＊ 0.006 
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000） （0.000） （0.594） （0.002） （0.599）
2ヵ月前の受注高 0.229 ＊＊＊ 0.127 ＊＊ 0.305 ＊＊＊ 0.185 ＊＊＊ 0.127 ＊＊ －0.065  0.217  0.077 ＊＊＊
（0.000）＊＊＊（0.030） （0.000） （0.000） （0.010） （0.485） （0.121） （0.000）
3ヵ月前の受注高 0.223  0.204 ＊＊＊ 0.275 ＊＊＊ 0.255 ＊＊＊ 0.147 ＊＊＊ 0.144 ＊＊ －0.051  0.320 ＊＊＊
（0.000） （0.000） （0.000） （0.000） （0.008） （0.020） （0.417） （0.000）
4ヵ月前の受注高 0.277 ＊＊＊ 0.045  0.210 ＊＊＊ 0.344 ＊＊＊
（0.001） （0.406） （0.004） （0.000）
5ヵ月前の受注高 0.247 ＊＊＊ 0.273 ＊＊＊
（0.000） （0.000）
1ヵ月前の着工額 0.431 ＊＊＊ 0.354 ＊＊ 0.512 ＊＊＊ 0.528 ＊＊＊











トレンド変数 －0.002  －0.006  －0.006 ＊＊＊ －0.007 ＊ －0.002 ＊＊ －0.011  －0.002 ＊ 0.004 ＊＊＊
（0.146） （0.112） （0.000） （0.051） （0.032） （0.101） （0.057） （0.000）
定数項 0.810 ＊＊＊ 0.079 0.742 ＊＊＊ 0.975  0.278 ＊＊ 1.054 ＊＊ 0.248  －0.769 ＊＊＊
（0.000） （0.785） （0.000） （0.103） （0.049） （0.042） （0.376） （0.000）
補正 R^2 0.437  0.911  0.563  0.933 
期間 00.12－  08.06－    00.11－  08.03－  00.12－  08.06－  00.11－  08.02－ 
07.02   10.06   07.02     10.06   07.02   10.06   07.02   10.06  
サンプル数 75      25      76      28      75      25      76      29     
（注）1） 回帰係数下の括弧内の値は、p 値を意味する。また係数横の＊＊＊、＊＊、＊はそれぞれ有意水準 1 ％、 5 ％、10％でゼロと統計
的に有意に異なることを表す。
　　 2） これらの推計結果を評価する適正なモデルの選択には、SBIC を採用している。
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